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 “可能性への挑戦”              
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 【 何でもできる 】 

 

近畿税理士会東支部における税理士メンバーの懇親会で、ある若手の一人が「最

近の税務はますます複雑で、難しくなる一方。これからはなかなか対応できないのでは

ないでしょうか。」と聞かれ、「そんなことはないよ。最終的に誰かがやるのだから、自分

にもできないことはないよ。」と答えました。 

少しかっこ良く言ったものの実務では次々と改正される法律とその解釈の急な変更

などで容易には解くことのできない難問が次から次へと出てきます。それにすべて対応

するのは並大抵のことではありませんが、引き受けた以上は必ず解決することができ

るはずです。 

実際、国際間の取引や新しい法律について現場にて必要に迫られれば、専門書を

調べたり、当局と折衝したりで、それでも難しければ同業者や他の専門家の先生方、

果てはお客様にも教えを請い、なんとか答えを導き出します。それが違法なものでは無

い限り最終的にはできるのです。ありがたいことに親身に協力してくれる方々が周りに

いることで支えられているのは事実です。逆も又しかりで私どもも当然のごとく知り合い

からの相談に快く応じています。 

おそらくどのような仕事でも世の中ではこのようにお互い様が成り立っており、持ち

つ持たれつの関係があってこそ事業を進めていけるのでしょう。だからこそ何でもでき

ると思えるということは大きな財産です。決しておごりから出た言葉ではなく、決意と信

頼によるものです。 

道なき道を行き、先が見通しにくい昨今ですからなおさらおつきあいのある皆様のお

役に立てるように私たちはこれからもどんどん受けて立つ所存です。 
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昨今、自由な働き方を求めて就労形態も多様化し

ています。そして業務委託契約や請負契約に基づく個

人事業主、「個人請負型就労者（フリーランス）」が増

加しています。今後さらに給与所得か事業所得（外注

費）かの区分の解釈が重要になってきます。東京国税

局が平成 15年にまとめました給与所得と事業所得の

区分の考え方を近年改めて文書でとりまとめましたの

でご紹介いたします。 

 

 

＜実務上の判断における 5つの着眼点＞ 

① 代替性の有無 

・他人が代替して業務を遂行すること、 

又は役務を提供することが認められるかどうか 

 

雇用契約に基づく給与の場合、雇用された者は自分自身が仕事をすることでその役

務の対価を受け取ることができます。一方、請負契約に基づく事業所得の場合、依頼主

との間で仕事の期限や代金等を決定すれば、実際の仕事は必ずしも請け負った者自身

に限らず自己が雇用する第三者に任せることができます。 

 

役務提供者が契約当事者に限定され他の者が当事者に代わり役務提供できない場

合や本人が自らの判断で第三者を使うことが認められていない場合は、代替性が無い

ので、給与所得との判断がなされます。 

 

 

② 拘束性の有無 

・報酬の支払者から作業時間を指定される、 

報酬が時間を単位として計算されるなど時間的な拘束を受けるかどうか 

 

勤務する日や就業時間が決められていたり、出勤簿・タイムカード又は本人からの

報告等で就業時間が管理されていたりする場合には、時間的拘束があるといえるので、

給与所得とみなされます。 

 

 



 

③ 指揮監督の有無 

・業務の具体的な内容や方法について報酬の支払者から指揮監督（業務の性質上当然

に存在する指揮監督を除く）を受けるかどうか 

 

雇用契約の場合、雇用主が定める就業規則に従わなければな

らず、作業現場には監督者等がいて個々の作業について指揮命

令をするのが一般的です。一方請負契約の場合、仕事の期限さえ

守れば途中における進行度合いや手順等について依頼主から特

に指図を受けることがないのが通常です。 

仕様書、設計図、指示書等の交付により作業の具体的内容や

方法が指示されており、業務の遂行が使用者の具体的な指揮命

令を受けて行われている場合は、給与所得と判断されます。 

 

 

④ 報酬請求権の有無 

・不可抗力のため業務が完了しない場合において、自らの権利として既に遂行した業務

又は提供した役務に係る報酬の支払を請求できるかどうか 

 

請負契約の場合、引渡しを終えていない完成品が例えば災害等で滅失して期限まで

に依頼主に納品できない場合は、一般的には報酬の支払を受けることができません。  

 

一方雇用契約の場合、労務の提供を行えば結果に関係なく報酬の対価を請求できま

す。報酬が役務の結果による較差が少なく業務の量に応じて支払われるなどしてその

報酬の性質が支払者の指揮監督の下に、一定時間労務を提供する場合には給与所得

とみなされます。 

 

 

⑤ 材料又は用具等の供与の有無 

・業務に必要な材料又は用具等を報酬の支払者から供与されているかどうか 

 

雇用契約の場合は雇用主が材料又は用具等を支給します

が、請負契約の場合は役務の提供者本人が材料又は用具

等を自分で用意するのが一般的です。 

 

例えば、据置式の工具など高価な器具を所有していて労務

にこれを使用している場合には事業所得の該当性を強めると

いえます。 

 

 

 



 

「給与所得及び事業所得の判定検討表」 東京国税局資料（参考） 

 

 

 

 

税務上の問題だけでなく

雇う側の対応をしっかりとし

ておかなければ、実際裁判

になっている例などもありま

すので、外注費なのか給与

所得なのかの区分は曖昧

にせずはっきりさせておくよ

うにいたしましょう。ご不明

な点がありましたらお気軽

にご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気さくで、信頼できる頼もし

い顧問税理士として税務・経営・

経理の相談、指導等により企業

活動へのサポートを行っていま

す。お気軽にご相談下さい。 
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TEL (06)6264-3328  FAX (06)6264-3329 

E-Mail：info@kaneda-kaikei.com URL : http://kaikei.asia/ 

 

 


